
 

 

 

2025年３月 31日 

各      位 

会社名  株式会社広済堂ホールディングス 

代表者名  代表取締役社長 前川 雅彦 

（コード：7868 東証プライム市場） 

問合せ先  上席執行役員 常盤 誠 

電  話  （０３）３４５３－０５５７ 

 

会社分割（吸収分割）及び孫会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

（求人媒体事業の譲渡について） 
 

当社は、2025 年３月 31 日開催の取締役会において、当社の子会社である株式会社広済堂ビジネスサポート

（以下、「広済堂ビジネスサポート」）の求人媒体事業（以下、「本件事業」という）に関する権利義務を、吸収

分割（以下、「本件会社分割」という）の方法により、広済堂ビジネスサポートの子会社として設立する株式会

社中広ワークイン（以下、「中広ワークイン」という）に対し承継させること、及び、当該会社のすべての株式

を株式会社中広（証券コード：2139）へ譲渡（以下、「本件株式譲渡」という。以下、本件会社分割と本件株式

譲渡を合わせて 「本件取引」という）する旨の株式譲渡契約書の締結をすることを決議いたしましたので、以

下のとおりお知らせいたします。 

また、本件は適時開示基準に該当いたしませんが、有用な情報と判断し任意開示を行うものです。 

 

１． 本件取引の目的等 

当社グループは、人材セグメントにおいて、求人媒体・HR テック事業を始めとして、人材紹介、人材派遣、

RPO（リクルートメントプロセスアウトソーシング）、海外（ベトナム等）における人材紹介、人材育成・研修、

日本語教育、留学サポート等の事業を手掛け、人材の発掘から採用、教育・研修までトータルな人材ソリュー

ションを提供しております。 

紙媒体を使った求人媒体事業では、長年、東北・北陸エリアを中心に事業展開しており、Workin（ワーキン）、

のブランドは、東北・北陸エリアでの高い認知度を誇る一方、採用の多様化や競合他社のサービスに苦戦を強

いられております。 

今回、人材セグメントの経営資源の配分方針を見直した結果、事業構造の改革／選択と集中を行い、他の人

材サービスに注力することで資本効率の向上を図ることができると判断し、対象事業を譲渡することといたし

ました。なお、譲渡先は、地域特化の情報誌を全国 34都道府県で月間 181誌、13,393,099部発行し（2025年

2月末時点）、地域のコミュニティを形成しており、様々な相乗効果が期待できると考えております。 

 

２．会社分割及び株式譲渡の要旨 

（１）会社分割の方法 

当社の子会社である広済堂ビジネスサポートを分割会社とし、中広ワークインを承継会社とする吸収分

割となります。 

 

（２）会社分割に係る割当の内容 

本件会社分割は、当社の完全子会社と、その完全子会社との間の吸収分割であるため、本件会社分割に

よる株式その他金銭などの割当てはありません。 

 

（３）会社分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

（４）会社分割により増減する資本金 



 

 

本件会社分割による分割会社および承継会社の資本金の増減はありません。 

 

（５）新設会社が承継する権利義務 

承継会社は、分割会社から分割する事業に関する資産、負債、その他の権利・義務及び契約上の地位を、

吸収分割契約書に定める範囲において承継します。 

 

（６）債務履行の見込み 

本吸収分割において、分割会社および承継会社が負担すべき債務については、履行の見込みに問題ない

ものと判断しております。 

 

（７）株式譲渡の概要 

2025年７月１日をもって、中広ワークインの全株式を株式会社中広に譲渡する予定です。  

新設会社の概要については「３．分割当事会社の概要」をご参照ください。また、株式譲渡先について

は「７．株式譲渡の相手先の概要」をご参照ください。 

 

３．分割当事会社の概要 

 
分割会社 

（2025年３月 31日現在） 

新設会社 

（2025年４月 15日予定） 

（１） 名 称 株式会社広済堂ビジネスサポート 株式会社中広ワークイン 

（２） 所 在 地 
東京都港区芝浦一丁目２番３号シー

バンスＳ館１３階 

宮城県仙台市若林区舟丁１８番地の

２ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 鉢呂 耕一 代表取締役 若松 英洋 

（４） 事 業 内 容 求人媒体・人材紹介・人材派遣事業 求人媒体事業等 

（５） 資 本 金 100百万円 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2011年 11月 25日 2025年４月 15日（予定） 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社広済堂ホールディングス 100% 株式会社広済堂ビジネスサポート 100% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

吸収分割効力発生日まで、分割会社が新設会社の株式を

100％保有しますが、2025年７月１日付で、当該株式すべ

てを株式会社中広に譲渡する予定です。 

人 的 関 係 

新設会社の設立時取締役３名は、当社グループの従業員

から３名選任、設立時監査役は当社グループから１名選

任します。また、2025 年７月１日付で、分割会社の取締

役１名は分割会社の取締役を退任する予定です。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 分割会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 

 純 資 産 375百万円 249百万円 1,015百万円 

 総 資 産 867百万円 350百万円 1,482百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 187,719.81円 124,327.52円 507,482.16円 

 売 上 高 1,874百万円 739百万円 1,089百万円 

 営 業 利 益 187百万円 △ 31百万円 △ 220百万円 

 経 常 利 益 188百万円 △ 28百万円 △ 218百万円 

 当 期 純 利 益 114百万円 △ 13百万円 △ 167百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 57,092.56円 △ 6,392.29円 △ 83,427.29円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 57,000円 － － 

 

４．分割する事業の概要 



 

 

（１）分割する事業の内容 

①求人メディア（媒体事業） ②タレントクリップ（HR テック） ③求人媒体代理店 ④採用代行（RPO） 

⑤ラック取次事業 ⑥エコファミリー新聞事業 

 

（２）分割する事業の直前会計年度における売上高及び営業利益 

 分 割 す る 事 業（ a ） 2024 年３月期実績（b） 比 率 （ a / b ） 

売 上 高 （ 百 万 円 ） 1,319 1,456 90.6% 

営業利益（百万円） △  33 103 － 

 

（３）分割する資産、負債の項目及び金額 

資産 負債 

項目 金額 項目 金額 

流動資産（百万円） 221 流動負債（百万円） 69 

固定資産（百万円） 84 固定負債（百万円） 4 

合 計 （ 百 万 円 ） 305 合 計 （ 百 万 円 ） 73 

上記は、2025年６月 30日時点の見込です。 

 

５．会社分割後の分割会社及び新設会社の状況 

本件会社分割後の広済堂ビジネスサポート及び中広ワークインの名称、所在地、代表者の役職・氏名、事

業内容（本件会社分割の対象となっている事業を除く）、資本金、決算期に変更はありません。 

 

６．移動する孫会社の概要 

（１） 名 称 株式会社中広ワークイン 

（２） 所 在 地 宮城県仙台市若林区舟丁１８番地の２ 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 若松 英洋 

（４） 事 業 内 容 求人媒体事業等 

（５） 資 本 金 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2025年４月 15日（予定） 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 株式会社広済堂ビジネスサポート 100％ 

 

７．株式譲渡の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社中広 

（２） 所 在 地 岐阜県岐阜市東興町 27番地 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 大島 斉 

（４） 事 業 内 容 

フリーマガジン事業、クロスメディア事業、ネット通信販売

事業、イベントセミナー事業、 VC（ボランタリー・チェーン）

事業、セールスプロモーション事業 

（５） 資 本 金 404百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1978年５月１日 

（７） 純 資 産 1,952百万円（2024年３月期） 

（８） 総 資 産 4,154百万円（2024年３月期） 

（９） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

有限会社オリベ興産 33.70％ 

後藤 一俊 11.29％ 

岐阜信用金庫 4.91％ 

中広従業員持株会 3.39％ 

中島 永次 2.88％ 



 

 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関 連 当 事 者 へ の 該 当 状 況 該当事項はありません。 

 

８．譲渡前後の議決権所有割合、譲渡株式数及び譲渡価額の概要（予定） 

譲渡前の所有株式数 200株（議決権所有割合 100%） 

譲渡株式数 200株（議決権所有割合 100%） 

譲渡後の所有株式数 ０株（議決権所有割合０%） 

本件株式譲渡の価格 280百万円（予定） 

 

９．日 程 

（１） 取締役会決議日 2025年３月 31日 

（２） 株式譲渡契約締結日 2025年３月 31日 

（３） 吸収分割効力発生日 2025年７月１日（予定） 

（４） 株式譲渡実行日 2025年７月１日（予定） 

株式譲渡実行日については、双方合意のもと変更される可能性がございます。 

 

１０．今後の見通し 

来期の業績に与える影響につきましては、来期業績予想公表時に織り込んで公表の予定です。 

 

以 上 

 


